2011年度「労働法」（12月9日）

第20回（1）個別的労働紛争処理システム（荒木443～465頁）
第20回講義のねらい「労働紛争処理システムの全体像はどうなっているのか」「新たに創設された『労働審判』とはどのような制度か。通常訴訟と何がどう違うのか」など、労働契約法時代により重要性を増してきている個別的労働紛争処理システムを概観する。
1. 個別労働紛争の増加
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2. 労働紛争処理システムの全体像
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3. 労働審判の特徴と内容
i. 労働関係の専門家の参加
ii. 3期日以内の迅速処理

iii. 権利関係を踏まえつつ、事案の実情に即した解決

iv. 通常訴訟との連携

v. 個別労働関係民事紛争

4. 国際的労働関係と労働保護法・労働契約法の適用





















































































































































































労働紛争


↓


企業内の自主的解決





都道府県労働局［国の機関］


(個別紛争)








労働委員会





裁判所





総合労働相談コーナー





労働基準監督署/公共職業安定所/雇用均等室





［個別労働紛争の調整］





不当労働行為の審査





仮処分





通常訴訟





労働審判





労働局長による助言・指導





紛争調整委員会





労働争議の調整
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